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アブストラクト(Abstract)

 今日、シェアリングエコノミーが拡大し、財・サービスの消費パターンを変化させ、在来分野の企業

に影響を与え、労働市場にも大きな変化をもたらし、競争や公共政策について問題を提起する。特に、

プラットフォーム事業者によるネットワークの品質管理（キュレーション）が自主規制として重要な役

割を果たしている。それは新たなパースペクティブ、機会、政策課題を提起する。本稿は、シェアリン

グエコノミーのキュレーションについて、既存の研究と事例を通してそのメカニズムを明らかにし、今

後の研究上、政策上の課題を整理する。 

  The rise of the sharing economy is affecting many aspects such as consumption pattern of goods 

and services, existing business fields and labor markets. The business has an influence on 

competition and public policies in the field and related industries as well. In particular, a platform’s 

network management, called as platform curation, is emphasized as a private regulation or self-

regulation. It plays a key role in the sharing business, and suggests new and challenging 

perspectives, opportunities and policy issues. This paper focuses on curation, and suggests its major 

implications for research and public policy. 

Keywords：シェアリングエコノミー、市場の失敗、キュレーション、自主規制、共同規制 

sharing economy, market failure, curation, self-regulation, co-regulation 
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シェアリングエコノミーにおけるプラットフォームガバナンス

－キュレーション、自主規制および公共政策－ 

土井教之＊ 

はじめに－キュレーションの重要性－ 

財・サービスの「第三者」供給者と利用者の間を“仲介”するプラットフォームビジネス（マッチメ

ーカー）では、シェアリングエコノミー（財・サービスに対するアクセスの共有化・共用化）に多く見

られるように、当事者による評価（レビュー（review）、レーティング（rating））、ルール設定、レコメ

ンデーション（recommendation）など、プラットフォーム事業者による垂直的な取引構造（エコシス

テム）のマネジメント・品質管理が注目される(1)。それはキュレーション（curation）とよばれ、ガバ

ナンスから見れば内部ガバナンスとして、プラットフォーム事業者が一定のルール・フォーマットを設

定して自社のネットワークへの参加者の行動を管理・規制するものである。このプラットフォームガバ

ナンスへの関心の背景には、財・サービスの供給者や利用者の意思決定において、「信頼・評判」につな

がる、財・サービスの品質、社会的価値（持続可能な社会やライフスタイルの重視）、そしてそれらに関

連して求められる情報の透明性、への意識の高まりがある（土井[2020]）。 

キュレーションは、したがって、企業による自主規制（self-regulation）の性格をもつ。自主規制は

競争、そしてまた公共政策（競争政策、政府規制、消費者保護）に影響をもつであろう。なぜなら、そ

れは、市場成果（利潤率、X 効率、技術進歩）や社会的成果（具体的に安全・健康・環境への影響、分

配、労働者満足、地域社会との関係など）に多面的な効果を誘引する可能性を伴うからである(2)。 

しかし、従来はこの側面を対象にした研究はあまり多くなく、近年になって理論的、政策的に注目さ

れ出した。例えば Jullien & Sand-Zantman[2020、p.35]、Fletcher[2020、p.10]、Cabral et al.[2021]

などは、財・サービスのデザイン、プラットフォーム参加者の行動、情報などの管理と競争政策との関

係が重要であることを指摘する。また、Belleflamme & Peitz[2021]も、キュレーションを重視しながら

プラットフォームビジネスのメカニズムについて理論的に考察し、そして競争政策・規制との関係の重

要性を示唆する。 

かくして、キュレーションは新たなパースペクティブ、機会、政策課題を提起する。本稿は、公共政

策の経済学の視点から、主にシェアリングエコノミーを対象に、実例と既存研究の展望を通してプラッ

トフォームガバナンスのメカニズムを概観し、そして今後の研究上、政策上の課題を整理する(3)。なお、

本稿では以下、シェアリングエコノミーで取引される財・サービスをシェアリング財・サービスとよび、

そして仲介サービスを行うプラットフォーム事業者を事業者と略記し、そしてそれを利用する主体を参

加者とよび、財・サービスの供給者（供給者と略記）と利用者（利用者と略記）の両者を含む。 

１ プラットフォームビジネスのメカニズム－エコシステムとガバナンス－ 

シェアリングプラットフォームのガバナンスについて議論する前に、まず、それを含むプラットフォ

ーム一般について整理する。プラフォームビジネスの構造下で、どのような企業行動が展開され、そし
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てまたどのような社会的、経済的影響を生むかを理解する必要がある(4)。 

 

（１）プラットフォームの特性 

いま、キュレーションに関連して、特にプラットフォームビジネスに内在する４つの特性が注目され

る。まず第１に、それは、イノベーションとして新たな技術や財・サービスであるために、参加者や社

会に悪影響を与える健康、安全、環境、そして情報の透明性などのリスクをしばしば伴う。リスクは参

加者の行動に影響を与えるであろう。それ故、供給者や事業者は、関連する公的規制を受けるのみなら

ず、自主的にこうしたリスクに対応し改善・信頼構築を図ることが求められるかもしれない。 

特にプラットフォームビジネスでは、固有のメカニズムが重要である。それが第２の特性であるネッ

トワーク外部性である。供給者と事業者は代理店関係として命運を共にするために、エコシステムの管

理が重要となる。プラットフォームビジネスでは、需要面の規模の経済性として捉えられるネットワー

ク外部性、特に間接的ネットワーク外部性（供給者側と利用者側の間で発生する「正のフィードバック

効果」の好循環）が含まれるために、財・サービスの品質に対する利用者の評価・評判・反応（消費者

投入）が重要となる(5)。高品質・高評判のプラットフォームは、加速度的に参加者を誘引・拡大するこ

とができ、「質が質を呼ぶ」プロセスを創り出す可能性がある。逆に、低品質・低評判は、参加者数・シ

ェアが加速度的に低下する「負のフィードバック効果」の悪循環を誘引する恐れがある。 

こうしたネットワーク外部性の相反する方向に働く力を考慮すれば、事業者、そしてプラットフォー

ム上で取引する参加者は、互いに「信頼」が不可欠であり、それ故信頼を構築する必要がある。特に、

情報の非対称性がある場合、こうした信頼を構築するためのメカニズムとして情報の提供・共有のデザ

インの問題は大きい。事実、事業者、参加者、財・サービスへの信頼度が参加者の意思決定に影響する

ことが暫定的ではあるが実証されている（例えば Hawlitschek et al.[2016]参照）。 

第３に、ヒエラルキーから見て、「プラットフォーム中心型ネットワーク」（platform-centric network. 

米国）や「胴元ビジネス」（日本）などの表現に見られるように、事業者が供給者に対して支配的（な

いし優越的）地位にあり、供給者と利用者間の取引関係に大きな影響を与える可能性があることにも注

目しなければならない(6)。したがって、多くの事業者はビジネスモデルとしてエコシステムを管理する

ことが可能であり、そしてその行動は、垂直的な取引・構造（ネットワーク）を管理するという意味で

事業者による「ネットワークの統合」であり、プラットフォーム主導型の垂直拘束（準統合、垂直的コ

ントロール）や垂直統合（本稿では自社ブランドでの供給に限定。本稿 p.18 参照）の性格をもつ。その

意味で、垂直拘束や垂直統合としてキュレーションを理論的、政策的に議論できるであろう。 

最後に、プラットフォームビジネスでは、利用者は財・サービスを仲介する事業者への信頼・評判に

大きく依存する。それは、供給者の「代理店」として財・サービスおよびその供給者への信頼・評判を

反映するからである。 

 以上から、事業者が大きな影響力をもつネットワークの下では、正のフィードバック効果、負のフィ

ードバック効果が重要となる。特に個人間取引（peer-to-peer. P2P）型のシェアリングエコノミーでは、

ネットワーク外部性が重要である。なぜなら、見知らぬ者の間で取引が行われるために、負のスピルオ

－バー効果のような経済的リスクや情報の非対称性が事業上大きな脅威となるからである。この脅威を

克服するために、事業者は取引当事者間の信頼を促すために評判メカニズム（信頼構築メカニズム）を

構築してきた。その信頼と評判は、いろいろなオンライン上での評価・評判システムを通してプラット
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フォームの参加者によって形成される。したがって、信頼・評判、そしてそのためのネットワークの品

質管理が不可欠となる。そのさい、シェアリングビジネスが経験財的要素をもつことも注目される。参

加者は、自分で試して、あるいは試した専門家や他人から質を確かめることができる。このとき、事業

者は、信頼性を強調し、持続的な顧客関係の構築・維持を重視する行動をとる。 

なお、オンライン技術の進歩とも結びついて求められるキュレーションに関連して、追加的にいくつ

かの要因が注目される。まず 1つに、こうした行動とプロセスは、また、ネットワーク外部性の直接的

効果、すなわち「直接的ネットワーク外部性」（供給者側と利用者側のそれぞれの内部で「正のフィード

バック効果」の循環）も誘引するであろう。なぜなら、例えば取引相手先に対する評価制度がある場合、

利用者や供給者の数が大きければ大きいほど、供給者や事業者についての情報は量的にも質的にも大き

くなり、供給者や利用者の意思決定に有用であるからである。 

もう１つは事業者の「エンド・ツー・エンド」（end-to-end）戦略である（Parker et al.[2016]、邦訳

pp.83-84）。それは、事業者が、プラットフォームの機能を、容量と価値を最大化する機能のみに特化・

単純化し、他の機能は参加者（特に供給者）に委ねるものである。この戦略は参加者の創意工夫・革新、

あるいは利用者からの革新的な提案を引き出し、そしてさらにプラットフォーム間の競争のみならず供

給者側の行動と競争にも大きな影響をもつ可能性がある。その１つが、社会的厚生を高めようとする供

給者側の「責任ある行動」（「企業の社会的責任」）あるいは「責任あるイノベーション」である。これは

供給者自身による自主的な品質管理であり、そして事業者による間接的なキュレーションでもある。 

かくして、プラットフォームビジネスは、事業者や参加者の行動に新たな機会をつくりだす。その 1

つがキュレーションである。その意味で、プラットフォームビジネスには自主的なキュレーションのメ

カニズムが（少なくともある程度）内在する。したがって、この分野では、参加者のクオリティへの「信

頼」、したがって品質管理が競争上重要となる。このとき、「負のフィードバック効果」の可能性を考慮

して、事業者は参加者の利益を改善するようネットワークの品質を維持・改善するための自主規制を行

うかもしれない。これが、競争政策、政府規制、消費者保護に続く４番目のガバナンス形態である(7)。

いま、キュレーションが参加者の行動、そしてまた事業者の行動・成果にどのような影響をもつかを分

析し、それからそれが社会的厚生と公共政策に与える含意を考察することが求められる。 

 

（２）ガバナンスメカニズムの特徴 

プラットフォームガバナンス（キュレーション）は、以下でも言及するように、そのメカニズムを議

論するにあたっていくつかの興味ある特徴と問題を提起する。特に４つの要因を取り上げる。 

まず第１に、キュレーションは、垂直的な問題（ネットワークの統合）であると同時に、単独行動と

してプラットフォーム間競争の問題でもあることに留意しなければならない。なぜなら、それは 1つの

ネットワーク全体の差別化を意味するからである。すると、プラットフォーム上で行われる取引は、事

業者の課する手数料（仲介サービス価格）の水準と構成、財・サービスの価格だけでなく、キュレーシ

ョンにも依存するであろう。したがって、キュレーショとプラットフォーム間競争の相互作用について

明らかにしなければならない。例えば、キュレーションは以下で例示するように主に非価格行動の形を

とるために、キュレーションと非価格競争の関係に注目する必要がある。キュレーションは非価格競争

（品質競争）を促進するかもしれない。 

第２に、キュレーションがネットワークの参加者を制限するものであるならば、プラットフォームの
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オープン性との関係が注目される（Cusumano et al.[2019]、邦訳 pp.262-264）。なぜなら、間接的ネッ

トワーク外部性の利益を享受するためには、参加者の制限は望ましくない可能性があるからである。し

たがって、ネットワークのキュレーションとオープン性のバランスが重要である。この問題はキュレー

ションの誘因と効果に影響を与えるかもしれない。こうした関係を明らかにしなければならない。 

 第３に、キュレーションは、個々の企業で単独で行われるだけでなく、第三者組織、業界団体、有志

関連企業による連合体などを通しても行われる（Cusumano et al.[2022]）。企業間の自主的組織が品質

管理の共通ルールを設定し、加盟企業にその遵守を求める。それは「業界自主規制」（industry self 

regulation. OECD[2015]）である。また、それは「標準」（standard. 標準化された仕様・規格）であ

り、その設定方法の分類から見れば「自主合意標準」に該当する(8)。すると、以下でふれるように標準

の分析に絡めてキュレーションを分析することができる。具体例の 1つとして民泊ビジネスにおける日

本民泊協会がある。したがって、キュレーションは、大きく単独によるものと組織によるものの２つが

あり、それらを想定して議論する必要がある。 

最後に、自主規制としてのキュレーションは、政府規制との関係において新たな概念を提起する。そ

れは共同規制（co-regulation）とよばれ、政府規制と企業の自主規制（自主合意標準も含めて）の両方

を統合して行う「官民共同」の規制である（例えば OECD[2015]。後掲図５参照）。プラットフォームビ

ジネスでは通常、政策当局よりも事業者の方が関連情報を量的にも質的にも圧倒的に多くもつために

（プラットフォームと政策当局間の情報の非対称性）、共同規制は政府規制より迅速かつ有効にキュレ

ーションを実施できるかもしれない。この場合、公共政策の根拠となる「市場の失敗」を共同して補正

するのに適した自主規制と政府規制のレベルとバランスが問われなければならない。 

 以上の関係は、図１に要約できる。 

 

２ シェアリングエコノミーにおけるキュレーションのデザイン－パターンと特徴－ 

  

 一般に、自己規制は、特に競争的市場で見られるように、市場の“力”から市場取引では存在すると

言ってよい。プラットフォームビジネスでも、その重要性が大きく、また新たな形態が出現した。しか

し、プラットフォーム間の競争過程で行われるキュレーションについては、十分に理解が進んでいると

は言い難い。1つの見方として、例えば Boudreau & Hagiu[2009]は、事例分析を通して、プラットフ

ォームビジネスについて「私的な規制者」（p.163）としての側面を強調する。ここでは、プラットフォ

図１ ガバナンスと公共政策 

注）参加者は、財・サービスの供給者と利用者を含む。 

出所）土井作成 
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ームビジネスの 1 つであるシェアリングエコノミーにおけるキュレーションの主な方法と特徴を整理・

考察しよう。 

 シェアリングエコノミーのビジネスモデルの基本構造は財・サービスの取引とキュレーションを含

み、図２のように要約できる。特に、P2P 型シェアリングエコノミーでは、財・サービスの所有者の

うちプラットフォームに参加する供給者とその利用者はともに第三者の一般個人である。このとき、

プラットフォームは、「代理店」として、財・サービスの売手あるいは買手である多数の個人を集合し

互いに結びつける「アグレゲーター」（aggregator）である。したがって、ビジネスの発展には、間接

的ネットワーク外部性を実現することが必要であるために、特に所有者が供給者となる「参入率」が

重要である。また、ネットワークの実態として、例えば Airbnb（民泊）や Uber（ライドシェアリン

グ）などでは、Amazon のクラウドサービス（“Amazon Web Service”）や Google のアプリ（“Google 

Earth”、“Google Map”）を通して機能し、重層的な構造をなしていることも注目される（土井

[2020]、pp.11-12）。後者は、他のプラットフォームビジネスが利用する基盤的なプラットフォームで

あり、「プラットフォームのためのプラットフォーム」（Evans & Schmalensee[2016]、p.40）とよば

れる。 

 

（１）キュレーションの方法 

 まず、現実に行われるキュレーションを概観する。シェアリングエコノミーにおいて、事業者による

方法は、企業の実際の取組み事例（上妻[2018]、長田[2019]、そして情報通信総研[2019]等のテクニカ

ルレポート、各社ホームページなど）や既存の研究（Teubner & Hawlitschk[2018]、Akbar & 

Tracogna[2020]、Teh[2021]、Belleflamme & Peitz[2021]など）から、おおよそ Crémer et al.[2019]の

分類に従って以下のように整理できる（以下、「リスト」と略記）。 

 

１）財・サービスの供給者がプラットフォームを利用する条件について 

① プラットフォームの利用に一定の手数料を課し、それを払う供給者に限定する（有料制）。その

手数料は供給者の財・サービスの価格に依存するが、後者は通常供給者、あるいは事業者、あ

るいは両者によって決定される（付表１の事例参照）。 

② 扱う財・サービスの品質（参加者のクオリティ含む）の「評価」を求め、回答を開示する（評価
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制度。具体的に５星評価、「良い」「悪い」の二択など）。回答は、供給者のみに、または利用者

のみに、あるいはまた両者（相互評価）に求める。評価の結果は、供給者と利用者のどちらか

一方のみ、または両者に開示される。  

③  扱う財・サービスの品質について、独自に審査する、あるいは独自の基準・ルールを設定し

提供者にその遵守を要求する（事前テスト、審査・ルール設定、コンプライアンス）。 

  ④ プラットフォームの利用を、独自の適合性条件を満たした者に限定する（メンバーシップ制、 

適合性評価制度）。 

⑤ 参加者に、必要な情報（氏名、e メールアドレス、電話番号、支払情報、対象物件の写真、技

能テストなど）と身分証の写真を提出し、そして承認を得ることを求める（プロフィール提出、

事前登録制、ID 認証）。 

 

２）供給者と利用者間の取引に関するルールについて 

① 財・サービスおよびその供給者・利用者に関する情報を収集し提供・交換する。 

② 特定の財・サービスを事前に選抜し推奨する（レコメンデーション）。 

③ 取引・契約の管理を行う。 

④ 取引される財・サービスの価格を定義し支払い方法を管理する（価格・決済ガイドライン）。 

 

 ３）事業者と参加者との関係のルールについて 

  ① 支払の規定、責任の配分、情報の共有、不良品の販売禁止などを定める。 

 

４）事業者による間接的な参加者の品質管理について 

① シェアリングエコノミーで使用される供給者の資産を管理・保護する。 

② シェアリング財・サービスの一定の品質を維持・誘導するためにそれに対する補完製品・サー

ビス（補完的業務。例えば宿泊シェアリングビジネスにおけるアメニティ、特定のウェブデザ

イン技術）を供給者に供与する（補完製品・サービスの供与）。 

③ 供給者の品質を把握し、また品質のモデルとして提示・誘導するために、仲介業務と併行し

て、自社保有の資産あるいは他社から調達した資産を使って事業者のブランドで第三者供給者

と競合する財・サービスを直接供給する（垂直統合。図４参照）。 

  ④ 優良供給者と優良利用者を認定・表彰する（例えば Airbnb の“Superhost Badge”・“Superguest   

Badge”制。ビジネスバッジ制度）。 

 

 ５）事業者自身の管理システムについて 

① 業界団体、第三者組織などの自主的組織によって設定された認証制度や共通ルールを採用する

（第三者機関認証：標準、業界自主規制。図１参照）。 

② 取引の事前、事後に問題が発生したときに対処する体制を整備する（保険・支援）。 

③ 財・サービスの品質に問題がある場合、返金を保証する（返金保証） 

  ④ キュレーションや事業者の行動が参加者の行動に影響を与え、社会に損失を与える可能性をチ

ェックするシステムを設ける（モニタリング制度） 
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  ⑤キュレーションを公共政策当局と共同して実施する（共同規制） 

 

キュレーションは、上記のように、評価、認証、プロフィール・写真の提出、審査・ルール設定、推

奨、取引ルールの設定、保険・支援、罰則、垂直統合、業界標準など、いろいろな様式をとり、しかも

複数の方法を組み合わせて実施される（すべてを網羅したわけではない）。こうした事実は、キュレーシ

ョンを含むビジネスモデルが多様であることを示唆する。例えば、ライドシェアリングの Uber や Lyft

の場合、利用者とドライバーは「互いに」相手の対応を評価し、そしてそうした評価は「同時に」開示

される（文字によるコメントもある）。加えて、コンプライアンス要件の設定や供給者の資産（乗用車）

の管理などが行われる（付表１参照）。宿泊シェアリングの Airbnb も同様に双方による評価の制度（匿

名による評価）を設け、さらに ID 認証、オンライン決済、24時間対応の顧客支援体制、宿泊提供者と

利用者の両方の予約確認、賠償責任補償保険制度なども含む（長田[2019]、pp.070-073）。そのほか、

フリーランス労働のギグエコノミー（gig economy）の Uber Eats やフリーマーケットアプリの Etsy も

評価型を中心としたキュレーション形態を取る。 

かくして、シェアリングエコノミーでは、事業者は、さまざまなキュレーション方法（価格型、非価

格型）を使いネットワークの統合を図る。そして、広く他のプラットフォームビジネスでもほぼ同様の

方法が適用されている。キュレーションは、いろいろな方法をとりながら財・サービスの特性や情報提

供を通して評判・信頼を形成し、そしてまた経営効率に影響する。 

さらに、事業者は参加者の問題行動を補正するのみならず、自身の問題行為も自制するか、あるいは

問題行為が起こった時に速やかに補正する可能性も考察しなければならない（「リスト」5）の④）。なぜ

なら、事業者自身の問題行為は、参加者の行動に影響を及ぼすことによって社会的損失を引き起こすか

もしれないからである。したがって、参加者ならびに事業者自身による行為の負の影響とその補正に注

目しなければならない。 

 

（２）キュレーションの決定メカニズム 

上記のキュレーションの形態からいくつかの課題を指摘することができる。そのうちの 1つに、その

多様なタイプはガバナンスの選択の問題を提起する。多数の要因がキュレーションの形態の選択に影響

を与えるであろう。 

まず、「取引費用」論を展開する Williamson[1979]は、垂直的な取引ガバナンスが取引の特性、つま

り頻度、不確実性、および資産（財・サービス）の特殊性に依存することを指摘する。この理論に基づ

き、例えば Akbar & Tracogna[2018, 2020]は、シェアリングエコノミーでは、取引頻度が高く、取引の

不確実性が高く、そして資産あるいは財・サービスの特殊性が大きいほど、プラットフォームによる統

合、言い換えればキュレーションを採用する可能性が大きいと主張する（特に Akbar & Tracogna[2018、

pp.96-97]、Akbar & Tracogna[2020、pp.144-148]）。彼らは以下のように議論する。すなわち、まず評

判効果（信頼）が重要であり、それゆえ取引の頻度、すなわち取引量の拡大が必要である。また、機会

主義や限定合理性があると、環境上の不確実性（需要、技術の予測不可能性）や行動上の不確実性（機

会主義的行動）が情報の非対称性、逆選択、モラルハザードなどの市場の失敗によって高くなる。不確

実性は取引費用を上昇させ取引を制約する可能性があるゆえに、その制御が重要となる。最後に、通常

の商品と異なり、財・サービスの所有者がシェアリングビジネス用として提供するかどうか不明である
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ために、事業者は、所有者が継続的に取引に「参入」することを求める（図２において、「参入率」の引

き上げ）。それゆえ、事業者は、財・サービス（資産）の所有者と「取引特殊的な関係」を構築するため、

所有者の資産の特殊性（例えば関係特殊的投資）を高めることが重要である。 

かくして、取引頻度の上昇（取引の拡大）、資産の特殊性の考慮（取引の継続性）、取引の不確実性の

制御を図るために、事業者はキュレーションを行う誘因をもつ。頻度、資産特殊性、不確実性に影響を

与えるネットワーク外部性、市場の失敗の種類と程度、財・サービスの特性などがキュレーションのデ

ザインに影響するであろう。これらの要因はビジネスごとに異なるからである。また、参入率にも注目

しなければならない。キュレーションは所有者の参入・参入率への影響を通して取引の拡大・持続を左

右するために、事業者は参入率を考慮に入れながらキュレーションを設計しなければならない。 

第２に、キュレーションが企業の戦略であるかぎり、供給者段階あるいは事業者段階の競争もその選

択に影響をもつかもしれない。競争構造の代表例の 1 つは、ライドシェアリングでドライバーが Uber 

と Lyft の両方に登録している場合である。このとき例えば、1人の参加者が複数のプラットフォーム事

業者を利用するマルチホーミング（multi-homing）が見られる場合、キュレーションの形をとりながら、

実質的にシングルホーミング（single-homing.単一のプラットフォームを利用する場合）を求め競争緩

和を図るためにキュレーションを実施するかもしれない。なぜなら、前者は競争激化につながり易く、

他方後者は逆の効果をもつからである。事業者は、ネットワークの中心に位置し支配的地位を濫用する

ことができるために、自己の利益の拡大を図るようにネットワークを管理するかもしれない。 

第３に、競争政策や政府規制の内容も、以下でも言及するように、キュレーションのデザインに影響

するかもしれない。なぜなら、企業行動、したがってキュレーションはそうした制度的環境の下で行わ

れるからである。 

最後に、第三者供給者の財・サービス価格や事業者の手数料（通常財・サービス価格の一定割合）の

ような価格面に注目する必要がある。財・サービス価格の決定や手数料の支払いは事業者間で異なる（付

表１参照）。例えば、Uber では乗車価格は事業者によって決められ、そして手数料は利用者のみが支払

う。Airbnb では、宿泊価格は供給者が自由に決定でき、手数料は供給者のみが支払う（2020年 12月以

前は供給者と利用者の両方が支払う）。また、「サブスクリプション」の定額制をとる場合もある（例え

ば民泊の HomeAway）。上記の「リスト」にあがっているように、事業者はキュレーションの一環とし

て価格あるいは手数料を設定する（「リスト」1）の①）。それは、支払いを通して、供給者に市場への参

加、したがって利用者や競争者を意識させ、自主規制の誘因を醸成する可能性があるからである。 

また、非価格型のキュレーションは、供給者の財・サービス価格や事業者の手数料に影響を与えるか

もしれない。例えば、Teubner et al.[2017]は、ドイツの Airbnb 供給者を対象に、多数の要因を考慮し

たうえで、評価やメンバー登録期間（したがって広く情報提供）が宿泊価格に正の効果をもつことを実

証する。また、個人車相乗りビジネスの BlaBlaCar の例では、事業者が上限価格を設定した上で、ドラ

イバーがその上限内で裁量的に価格設定するが、ドライバーの評判がサービスの価格や利用頻度に影響

を与えることが示されている（Farajallah et al.[2019]。付表１参照）。これらの結果は、評価制度の下

でキュレーションの誘因が生まれることを示唆しているかもしれない。 

かくして、キュレーションとしての価格設定、および価格と非価格型キュレーションの内生的な関係

にも注目する必要があろう。元来、事業者は、間接的ネットワーク外部性がある場合、それを「内部化」

し利益を獲得するために、財・サービスの価格を（通常アルゴリズムを通して）コントロールするかも
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しれない。したがっていずれにしろ、キュレーションと価格（財・サービス価格と仲介手数料）の関係

は重要な理論的、政策的課題である（後掲の図３参照）。 

以上より、複数の方法の組合せや優先順位などは、分野間で、そしてまた同一分野内でもプラットフ

ォーム間で異なるかもしれない。事実、例えば EC [2016、p.15]は、事業者がある基準を設定し、取引

される財・サービスの品質、価格を審査するなど、多様な組み合わせを採用することを指摘する。した

がって、キュレーションの多様性や事業者・参加者の行動を考慮しながら、その効果について公共政策

的に議論する必要がある。このことは、公共政策の理論分析や政策の執行に新たな課題を提起する。な

お、同一分野でどのような形態のキュレーションが共通しているのか、そして共通形態が分野間でどの

ように違うのか、という問題も注目される。 

こうしたキュレーション形態は、オンラインという技術的側面を除けばまったく新しい内容であるわ

けではなく、代表的に Williamson[1979]の議論に見られるように理論的にはガバナンスとして議論す

ることができる。オンラインビジネスでも、近年それは注目され、以下で言及するように、特に評価制

度、レコメンデーション、垂直拘束、垂直統合などが政策的に注目されている。 

 

（３）キュレーションの限界 

キュレーションは、ネットワークが公正で安全な環境であることを可能にする。しかし、自主規制が

社会的に適正に機能するかどうかは不明である。それは企業の戦略の一環であるからである。代表的に、

評価や審査は、任意であるためにいろいろなバイアスを含む可能性がある(9)。例えば、特に P2P 型シ

ェアリングエコノミーでは、Gandini[2019]が示唆するように、供給者と利用者間の心理的な距離感が

小さくなる傾向があるために、両者はともに逆の立場となることを考慮して、相手について低い評価を

避け高い評価となる可能性もある。実態を見ると、例えば Airbnb の相互評価では、Zervas et al.[2017]

や Teubner et al.[2017]は、回答の大半が「５星」スコア制の下で 4 星以上をつけている事実を示し、

評価者の大半がやや異常に高い評価を返答すること（J 字形分布）を指摘し、また Fradkin et al.[2018]

も、返答者の多くが良い体験をした者であり、他方低い評価を下した利用者は返答しない傾向があると

指摘する。こうした事実は、評価・評判が参加者の信頼の指標を表しているだけでなく、「参加者がシェ

アリングエコノミーに参加する意思の強さを反映している」（Gandini[2019]、p.380）ことも示唆して

いるかもしれない。これらの事実から、評価バイアス、すなわち回答者の分布の歪み、回答者の戦略的

な評価あるいは不誠実な行動の可能性を考慮するならば、評価制度は社会的に十分に機能しているかど

うか疑問であろう。なお、評価バイアスの実証と含意は例えば Stemler[2017]で展望されている。 

また、参加者の参加条件の設定、レコメンデーションなど、他のタイプも限界をもつかもしれない。

例えば、審査・評価基準の内容あるいは方法、提供される情報などにバイアスがあるかもしれない。事

業者（そしてまた供給者も）は、評価制度などを通して収集した情報や利用者の利用状況などに基づき

アルゴリズムを変え、レコメンデーションを操作することが可能である（「戦略的レコメンデーション

バイアス」。Bourreau & Gaudin[2022]参照）。 

第３に、キュレーションは、以下で議論するように、反競争的行為として事業者や供給者の段階で不

公正な取引、市場支配力を誘引するかもしれない。なぜなら、企業戦略としてのキュレーションは、垂

直的取引拘束、ライバル排除、参入障壁、占有する情報・データの戦略的利用などの競争制限的機能を

潜在的にもつからである。これもキュレーションの大きな限界の 1つであり、ここに競争政策の重要性
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がある。   

最後に、プラットフォームビジネスは、上で指摘したように、供給者の「責任ある」行動やイノベー

ションを誘引する側面をもつが、逆に事業者のキュレーションは、競争制限的行動とは独立に、むしろ

「責任ある」行動を阻害する可能性ももつ。なぜなら、それは垂直的取引拘束としてシステム上供給者

の革新的行動の誘因を制約するかもしれないからである。事実、Leyden[2021]は評価制度が“App Store”

（Apple）上で供給者の製品改良誘因を阻害することを実証するが、この可能性はシェアリングエコノ

ミーでも起こるかもしれない。 

かくして、キュレーションに「限界」が存在する可能性がある。したがって、広くキュレーションが

社会的に供給者・利用者の適切な選択・行動に導くかどうかについて、経済分析が必要である。もしそ

れが社会的厚生の増進につながるように十分に機能しなければ、公共政策が必要である。それ故、キュ

レーションと公共政策の関係の考察が求められる。 

 

３ 自主規制のメカニズム 

 

 自主規制と公共政策の関係を考察するためには、キュレーションがどの程度市場の失敗を補正し、そ

してまた、それが私的な戦略である以上、競争（特にプラットフォーム間競争）、価格設定をはじめとす

る他の企業行動にどのように影響を及ぼすのかを明らかにする必要がある。そのさい、キュレーション

形態、したがってビジネスモデルが多様であることに注目すべきである。なぜなら、Caffarra et al.[2020]

や Teh[2021]が強調するように、異なるビジネスモデルが公共政策に対して異なる含意をもつかどうか

を理解する必要があるからである。ここに、経済理論がビジネスモデルに注目する所以がある。 

 

（１） 自主規制の機能－代替的、補完的関係－  

 １）プラットフォームビジネスにおける市場の失敗 

 公共政策は、一般に、社会的損失をもたらす「市場の失敗」を補正するために行われる。具体的に、

市場の失敗は、1)市場支配力、不公正な取引、2)負の外部性、3)情報の非対称性のある場合に伴う品質

を懸念する買い控え、安全でない財・サービスの消費、逆選択、そして 4)モラルハザード（無謀な行為、

不完全な製品・サービスの提供、高リスクの行動、情報操作など）などである。プラットフォームビジ

ネスでも、こうした失敗が起こりうる。そこで、公共政策の論拠として市場の失敗の可能性について簡

単に整理しよう。なお本稿では、社会的損失を引き起こす行為をまとめて、後述の Evans[2012、2021]

と同じ用語「悪行」を使う。 

 第１に、プラットフォームビジネスでは、特に間接的ネットワーク外部性やビッグデータの経済性が

ある場合、首位企業が圧倒的シェアをもつ非対称的寡占となる傾向がある。このとき、代表的に US 

Congress[2020]に示されているように、競争制限・市場支配力が大きな政策上の課題となる。それは、

価格支配力および市場成果の悪化（高利潤、X 非効率、低調な革新）を引き起こすのみならず、キュレ

ーションの誘因を妨げ、その結果悪行と社会的成果の悪化を招くかもしれない。 

 第２に、プラットフォームビジネスは負の外部性を含む。例えば、ライドシェアリングは、自動車の

往来を増加させ、また運転技術の未熟な運転手を増加させ、その結果交通混雑・騒音、事故などを引き

起こすかもしれない。また、民泊は、静かな住宅街に多くの旅行者の往来・宿泊を伴い騒音、ゴミなど



12 

 

の近所迷惑、犯罪、喧嘩などの治安悪化を引き起こすかもしれない。その結果、地域の住民は、住みや

すさが損なわれ、そして時には地域から転居することを余儀なくされる。これは同じ側の内部の負の外

部性であり、負の直接的ネットワーク外部性（消費の負の外部性）と言える。 

他方、シェアリングエコノミーは思わぬ便益（正の外部性）をもたらすことも考えられる。例えば、

ライドシェアリングは、利用者がそれを利用し自動車運転を減らすることによって、飲酒運転による事

故死を減少させることも予想される。また、宿泊シェアリングの拡大は、当該地域の商業施設の売上高

に貢献することもあるかもしれない。かくして、シェアリングエコノミーは正負両方の外部性をもたら

す可能性がある。 

 第３に、情報の非対称性や不確実性のある下で、参加者の行動は、品質を懸念した買い控えや逆選択、

モラルハザードなどを伴う可能性がある。例えば、供給者（所有者・貸し手）は不良品・サービスを提

供し利用者の利益を損なうかもしれない。具体的に、供給者は、不潔・不備な部屋、乱暴で危険な運転、

規則とかけ離れたサービスなど、不当なサービスを提供する。逆に、サービスの利用者（借り手）も借

りたものを丁寧に扱うとは限らず、借りた車や部屋を傷つけるなど、不当な取り扱いをする。かくして、

取引の透明性や参加者のクオリティに問題が含まれるかもしれない。いずれにしろ、情報の非対称性や

モラルハザードは利用当事者自身に直接負の影響を与えるのみならず、買い控えや逆選択を通して市場

の縮小・消滅を引き起こし、他の利用者の利用機会を奪う可能性もある。それらは、他の参加者の利益

を損なうスピルオーバー効果をもつという意味で、負の外部性をもつ。 

また、オンライン市場では、技術的に利用者の情報・データの収集・蓄積・解析・適用（ビッグデー

タ）が可能となる。事業者は、得られたデータを、競争制限や不当な販売などのために不公正に利用す

ることができる。また、プライバシーの問題も含む可能性がある。シェアリングの事業者も同様な行動

を取るかもしれない。 

最後に、以上に関連して、シェアリングエコノミーの拡大に伴い、第三者や当事者が負の影響を受け

た場合に、それを補償するシステムがないことも想定される。利用者の損害を事前に防止するか、ある

いは事後的に救済する制度が不可欠となるであろう。例えば、フリーマーケットアプリで取引トラブル

が起こっている。この事実は、参加者による不公正行為、事業者自身のモニタリングシステムの不全を

反映するが、キュレーションとしての損害の防止・賠償制度の重要性、そして消費者保護（公的損害賠

償制度を含めて）の必要性を示唆する（「リスト」5）の②、③、④）。 

かくして、プラットフォームビジネスでも、競争政策やその他の領域で市場の失敗が発生する可能性

がある。特に P2P 型のシェアリングエコノミーでは、供給者は比較的容易に参入でき、またビジネスセ

ンス・経験に乏しく、そしてまた利用者もスポット的に利用するために、両者はともに自分の行動の影

響、リスクなどを軽視する傾向があり、その結果市場の失敗が起こり易いかもしれない。したがって、

競争政策、政府規制、消費者保護が必要である。特に、十分な情報があり、安全で透明性のある取引環

境が不可欠であり、消費者保護の問題が重要となる。また、事業者も市場の失敗を自主規制によって補

正することもできる。事業者がキュレーションを行う場合、供給者による品質改良はその財・サービス

の需要を増大させ、その結果仲介サービスの需要拡大を通して事業者の利潤増大に導くかもしれない。

それ故、参加者や事業者に品質管理の誘因をもつ可能性がある。 

しかしながら、プラットフォームビジネスに対する公共政策あるいは自主規制の有効性について、意

見は多様である。例えば Boudreau & Hagiu[2009]は、自主的な品質管理が市場の失敗の問題を本質的
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に解決するものと主張する。換言すれば、自己規制は、競争や外部性の市場内部化を通して市場の失敗

を改善することができる。なぜなら、それは、品質レベルの上昇というシグナリングによって財・サー

ビスの需要曲線の右方シフト、そしてまた事業者の仲介サービスの需要曲線（仲介サービス価格と仲介

取引量の関係。仲介サービス価格である手数料は財・サービス価格の一定割合）の右方シフトを導くか

らである。また、それは正のネットワーク外部性を誘引しいっそう消費者厚生の増進をもたらす。加え

て、垂直統合（また準統合）の経済性を通して効率、したがって社会的厚生を拡大する可能性もある。 

 上の関係は、事業者がシェアリング財・サービスの価格を決定できる場合（例えば Uber）を想定し

て、財・サービス価格と代理店としての事業者の仲介取引量（＝供給者の供給量）からなる図３に示さ

れる。キュレーションの効果は、財・サービスの需要曲線（実線、線形）の右方シフト（キュレーショ

ン前の曲線 D1 からキュレーション後の D2 へ）に反映される。またそれに伴い、プラットフォームの

仲介手数料曲線（点線）も、仲介手数料（供給者と利用者に対する課金合計）が財・サービス価格に占

める割合（手数料率）を不変と想定すれば、曲線 I1 から I2 に平行移動する。その結果、手数料（例え

ば事業者の利潤極大化）もキュレーション前の Pc1（取引量 Q１）からキュレーション後の Pc2（取引

量 Q２）に、そして財・サービス価格はキュレーション前の P1 からキュレーション後の P2 に上昇す

る（10）。また、社会的厚生も拡大する。したがって、この図はキュレーションのミクロ効果（利潤拡

大、誘因）と社会的厚生効果を示唆する。 

 

 

 

なお、この図では、手数料率がキュレーション前後で不変と想定したが、それが変動すると、仲介手

数料曲線の傾きが変化する。また、事業者の費用構造は、初期費用であるネットワークやキュレーショ

ンのためのシステム構築費用（固定費用。平均費用曲線（AC）は逓減）と低く不変の限界費用曲線（MC）

を想定するが、事業開始後のキュレーションの実施は費用曲線には影響を与えないと仮定する。もしキ

ュレーションによって初期費用も変動費用も上昇すれば、両方の費用曲線はともに上方に移動する。最

後に、需要曲線のシフトの程度は上記の参入率にも依存することに留意すべきである。 

また、Evans[2012、2021]、Cohen & Sundararajan[2015]、Sundararajan[2016]なども、公共政策
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の重要性を認めながらも、その代替的な機能としての自主規制の有効性を高く評価し、自主規制が、公

共政策と同様に、市場の失敗を補正することができることを強調する。なぜなら、上記の通り事業者と 

規制当局の間には情報の非対称性があり、事業者は、日々の事業活動を通して規制当局よりも問題行為

を綿密にモニターでき、その結果迅速にその行為に対処することができるからである。 

他方で、自主規制の有効性を高く評価する Evans[2012、2021]さえも、「市場の力や自主規制は参加

者による“悪行”（bad behavior）をある程度制御することができるが、しかし社会が要求する程度まで

に事業者が悪行を阻止する誘因と能力には限界がある」（Evans[2021]、p.75）と指摘する。確かに、

Casner[2020]は、事業者が質の低い供給者をむしろ戦略的に排除しない可能性を理論的に明らかにし、

また、Teh[2021]も「プラットフォームが大変厳しい品質管理を設定する強い誘因をもたない」（p.25）

ことを理論的に指摘する。なぜなら、やや緩い品質管理体制の下では、供給者はより高い価格を設定・

維持でき、その結果事業者もより大きな利潤を獲得することができるからである。例えば、品質レベル

の違う供給者が並存する場合、高品質供給者は高品質を理由により高い価格を設定することが可能であ

る。供給者の多様な品質レベルが利用者の異なる要求レベル（需要者の多様性）を反映するならば、こ

のとき価格差別が可能となり、その結果供給者も事業者もより大きい売上高と利潤を得ることができる。 

こうした参加者の悪行に対する事業者の行動は、Evans[2020, p.62]が指摘するように、前者の悪行を

意図的に許容ないし放置するという意味で後者の悪行と捉えることができる。それは、伝統的な「二重

限界性」や「二重モラルハザード」の用語にならって「二重の悪行」とよんでよい。また、事業者自身

が直接悪行を行うこともできる。例えば、入手したデータを利用して欺瞞的な行為を行い、参加者を通

して外部に負の影響を与える可能性がある。これら２つの行為は、事業者自身による悪行として捉えら

れる。上で指摘したように、このような悪行（意図的な行為、意図せざる行為の両方を含む）を事業者

が自制するか、あるいは迅速に自己補正する誘因をもつかどうか、を考察する必要がある。この問題は

自主的なモニタリングであり、プラットフォームガバナンスの一環である（「リスト」5）の④）(11)。 

 

 ２）自主規制における課題 

かくして、一定の公共政策の下で、自主規制が市場の失敗に対する補正メカニズムとして十分に機能

するかどうかは明らかではない。それゆえ、自主規制が公共政策に代わる機能をもつとは限らない。む

しろ、Cusumano et al. [2022]が指摘するように、事業上の制約やブランド毀損などのリスクにつなが

る恐れがある政府介入を受ける脅威が自主規制を行う誘因をつくりだすかもしれない。もしそうならば、

公共政策は、自主規制に対して決して代替的機能ではなく補完的な関係を有する。もし政府規制が緩い

ものであるならば、市場の失敗を伴う問題行動が可能かもしれない。 

したがって、キュレーションと公共政策の関係が多くのパターンを含むなかで、事業者はどのような

条件下でキュレーションを行うのか、どのような条件下（したがってどのようなビジネスモデル）でど

の程度市場の失敗の補正機能が達成されるのか、そしてまた、自主規制と政府規制をどのようにバラン

スさせるか、などの問題を理論的に明らかにしなければならない。こうした課題について、Parker et 

al.[2016、Chapter 11]は、規制当局の介入を考慮すべき状況と自己規制が最善である状況に分けて考察

し、そして自主規制が市場の失敗を補正する効果を明らかにすることを提案する（邦訳 p.373）。確かに、

例えばシェアリングエコノミーの場合では、Airbnb や Uber のような共用型（財・サービスの所有権の

移転なし）の分野と Etsy やメルカリのようなマーケットプレイス型（所有権の移転あり）の分野に同
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じガバナンス形態を適用できるかどうかは不明である（土井[2020]参照）。 

また、実施されている政策をガバナンスとしてあらためて評価しなければならない。例えば、わが国

の民泊ビジネスにおいて、空き部屋・空き家の提供者に対して事前登録制と民泊提供期限の設定（住宅

宿泊事業法、2018年施行）を適用し供給規制を図るが、それは競合する既存のホテル・旅館への負の影

響を配慮するだけでなく、また品質の劣る供給者を制限・排除する効果を通して品質管理を行うという

側面も考えられる(12)。この制度の下で、例えば民泊提供者ならびに事業者の行動、特に自主規制の効

果を明らかにすることが求められる。また、上で指摘した「共同規制」が実施されているならば、その

効果にも注目しなければならない。それは、プラットフォームビジネスにおいて重要な政策パターンの

1つであるからである。 

なお、注目すべきは、キュレーションが参加者のみならず潜在的参入者も含めて情報・データの公開・

共有という機能も併せもつことである。それはイノベーションと参入に有効である。なぜなら、イノベ

ーションはしばしば参加者からの提案・ヒントから生まれ、そしてまた新規企業（特にスタートアップ

企業）のイノベーションは情報・データの共有によって刺激されるからである。その結果、競争促進と

さらなるイノベーションの促進が誘発されるかもしれない。加えて、イノベーションは、利用者の選択

幅が情報共有によって拡大することによっても促進されるかもしれない。 

 ところで、キュレーションのいろいろなデザインは、上で示唆したように、垂直的な関係から大きく、

1)情報の収集と提供・共有と 2)垂直拘束という側面をもつ（ともに「リスト」の多くの項目に関連する）。

キュレーションが事業者による「ネットワークの統合」であるため、前者は「情報共有による統合」、そ

して後者は「垂直的な取引拘束による統合（準統合）」であり、しかも両者は相互に重なり合う。したが

って、ともにキュレーションの第一次的な機能である（図２参照）。 

加えて、キュレーションはいろいろな形態で行われるが、特に公共政策に関連していくつかの特性が

注目される。まず、事業者自身が供給者となることによってキュレーションを行う 3)垂直統合（「リス

ト」4）の③）があげられる。そしてまた、キュレーションが共同で行われる 4)(業界)標準（「リスト」

5）の①）と 5)(官民)共同規制（「リスト」5）の⑤）が注目される。前者は企業間で共同してキュレーシ

ョンを行い、後者は企業と規制当局が共同して実施するものである。これら３つはキュレーションの形

態上の特徴である。もとより、これら５つの側面は相互に動態的に関連し合っている。例えば、自ら財・

サービスを供給する垂直統合型の事業者は、第三者の供給者に品質の基準・モデルを提示・誘導するだ

けでなく、また情報操作によって優先的に自社製品に利用者を誘導するかもしれない。ここでは、キュ

レーションと公共政策について、この５つの側面から議論する。 

 

（２）キュレーションと情報提供－情報機能の歪み－ 

まず、事業者がその参加者に行う情報収集・提供（情報機能）を取り上げる（図２参照）。キュレーシ

ョンは、上記のリストのほとんどに関連し情報機能を含む（13）。具体的に、評価制度、推奨制度、認証

制度、審査、業界標準などはいずれも、財・サービスの品質や参加者・事業者についての情報を含むも

のである。なぜなら、評価結果の開示や推奨は文字通り情報提供であり、そしてまたその他の方法も、

通常一定の基準・ルールを公表することによって実施されるために、情報機能をもつからである。 

情報の非対称性は、プラットフォームビジネスでは市場の失敗の大きな源泉である。その弊害を改善

するために、一般的に、参加者が情報開示の効果を理解し、そして事業者が情報の開示と交換の機会を
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設けることが有効であろう。換言すれば、情報機能は参加者の意思決定の基礎を提供する。その機能に

該当するのがキュレーションである。事業者は、「代理店」として、キュレーションを通して利用者が考

慮する財・サービスの有形・無形の特性に影響し、そしてその情報を提供することによって利用者の決

定に影響を与える。その結果、情報機能は需要曲線の形状とポジションに反映されるかもしれない。多

くのキュレーションのうち評価制度（「リスト」1）の②）が最も注目されることが多く、特にシェアリ

ングエコノミーでは最も重要な形態である。この制度は従来比較的多くの研究（特に実証研究）で議論

され、そして理論的には Belleflamme & Peitz[2021]によって考察されている。ここでは、それらに基

づきながら効果と課題を整理する。 

 情報提供型のキュレーションは、関連情報がより多くの参加者に基づき、そして公正で合理的なもの

であるかぎり、参加者や事業者のより適正な行動を誘引するであろう。このとき、キュレーションはネ

ットワーク外部性（特に正の間接的外部性）を促し、財・サービスと仲介サービスの両方の需要曲線の

右方シフトを通して消費者余剰、それから社会的厚生を拡大するであろう（正の「垂直的外部性」。

EC[2022]、p.7）。また、ある事業者の情報機能の拡大は当該事業者の売上拡大のみならず市場の拡大も

導き、その結果同業者（ライバル）の参入・成長の機会をつくり利益を与えるというスピルオーバー効

果をもつかもしれない（正の「水平的外部性」。EC[2022]、p.7）。後者はさらに供給者数の増加（すな

わち、財・サービスの所有者が供給者に転じること。図２の「参入率」）を誘引するかもしれない。 

しかし、こうした関係は必ずしも実現されるとは限らない。例えば評価制度をとり上げると、一般的

に、制度が有効に機能するためには、評価・情報が品質を正確に反映すること、評価の人為的な操作が

ないこと、関係者が情報を正確に理解できることなどが求められる（例えば Nosko & Tadelis[2015]、

Stemler[2017]など参照）。これらの要件が満たされず情報機能が制限されるケースとして、Belleflamme 

& Peitz[2021、pp.54-59]は、1)評価する者が十分に理解できない、あるいは特異な嗜好をもつ場合、2)

評価者が戦略的に評価を歪める場合、3)偏った群衆行動をあげている。上であげた評価バイアスの実証

研究（Teubner et al.[2017]、Zervas et al.[2017]、Fradkin et al.[2018]））はこれらを立証している。

また、認証、審査、標準設定、推奨などで設けられる基準・ルールが公正で合理的なものでないならば、

十分な情報機能は実現されないであろう。例えば、事業者は、上で指摘したように、戦略的なレコメン

デーションを通して、より大きな利潤をもたらす第三者供給者の財・サービスに利用者を誘導するかも

しれない。このように、様々な情報バイアスが起こる可能性がある。 

これらの情報バイアスのある場合、特許ライセンスや標準の議論で用いられる“FRAND”（fair, 

reasonable and non-discriminatory.「公正で合理的、そして非差別的」）という条件が適用できるかも

しれない（Cabral et al.[2021]、p.30）。すなわち、情報は FRAND 条件を満たすものでなければならな

い。しかし元来、FRAND の定義・内容は必ずしも明確とは言えない。いま、特にプラットフォームビ

ジネスのフレームワークのなかでその定義を明確にすることが不可欠である。また、技術規格の標準化

の過程で、ステークホルダーの一部による機会主義的行動（例えば情報秘匿による特許待伏せ戦略）が

標準形成に負の影響を与えた事例も見られたが、同様なことがプラットフォームビジネスのキュレーシ

ョンの場合でも起こるかもしれない。例えば、参加者が不利な情報を隠蔽する場合である。このとき、

FRAND 条件の適用が注目される。 

 かくして、キュレーションは情報機能として重要であるが、それは必ずしも有効に機能するとは限ら

ない。そのとき、情報の非対称性を改善するために政府規制が不可欠である。情報機能をもつキュレー
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ションの効果について、理論的、実証的に明らかにしなければならない。 

 

（３）キュレーションと垂直拘束－競争排除－   

一般に垂直拘束の議論には、大きくメーカー主導型と流通業者主導型の２つがあるが、事業者による

垂直拘束は、従来あまり議論されることのなかった後者のタイプ(Comanor[1990]、pp.110-114)に該当

する。なぜなら、上述の通り事業者は供給者の代理店として行動するからである。この代理店主導型の

垂直拘束はプラットフォームビジネスにおける 1 つの特徴である（図２参照）。 

 キュレーションは、上記の通り、「プラットフォーム主導の垂直拘束」を通して市場の失敗を補正する

だけではない。それはまた、ネットワーク外部性がある場合、正のフィードバック効果を拡大させる、

あるいは負のフィードバック効果に陥るのを避けることを可能にする。さらに、それは垂直的な取引関

係であるかぎり、垂直統合の経済性に近似する準統合の効率効果を含むかもしれない。これらの効果は

社会的厚生を拡大するであろう。 

 他方で、キュレーションはエコシステムとして参加者を囲い込み、また新規企業の参入あるいは下位

企業の成長を制限する効果（参入障壁、成長障壁）をもつために、事業者はそれを戦略的に用いること

ができる。シェアリングエコノミーの場合では、キュレーションは互いに見知らぬ者同士である供給者

と利用者の間で信頼の構築を促すという単純な機能ではなく、それ以上の機能・効果をもつかもしれな

い。そのような効果に該当するのが競争制限である。すなわち、自主規制としてのルール設定や市場デ

ザインなどは、垂直拘束として、事業者自身による問題行動を誘引する可能性がある。 

キュレーションの競争制限行為は、上記の通り、第１に、参入阻止と既存競争者の排除があげられる。

自主規制は、エコシステムの制御を通してプラットフォームの同業者の新規参入を制限することができ

る。例えば、キュレーションを行う先行企業は、それを通して得られた情報・データの活用によって情

報の歪みないし情報優位をつくりだし、新規参入者に参入障壁を形成することができる。加えて、それ

は既存の同業者を不利に陥れ排除することもできる。例えば、RRC（raising rival’s costs）理論が示唆

するように、ある事業者による自主規制、例えばルール設定や情報提供などは、ライバルにも同様の対

応を余儀なくさせその費用を押し上げ、ライバルの成長とそれによる競争を阻害する恐れがある（プラ

ットフォームによる RRC）。 

また、評価制度は供給者の参入（財・サービスの所有者のネットワークへの「参入率」）にも影響を与

えるかもしれない。評価と供給者の参入障壁の関係を考察する Vellodi[2021]は、高評価を受ける供給者

に対して良い評価を“抑える”制度が高品質の供給者の参入を促進し、消費者厚生を高めることを指摘

する。この結果は、評価制度が参入障壁として機能し、むしろ社会的厚生に負の影響を与える可能性を

含み、評価と供給者の参入障壁の関係が複雑であることを示唆する。このとき、事業者は、新規参入そ

してその結果である品質の異なる供給者の分布に影響を与え自己の利潤拡大を図るように、評価制度を

設計するかもしれない。したがって、評価制度が参入障壁としてどのような効果をもつかをさらに精査

する必要があろう。 

第２に、事業者は、キュレーションを通して、財・サービスの供給者との間で不公正な取引（不当な

取引拘束）を行う可能性がある。これは、支配的地位の濫用としてプラットフォームビジネスで最も注

目される反競争的行為・慣行の 1つであり、したがって最も活発な競争政策の対象となり、また最も論

争となっている問題でもある。この問題は、Evans[2013, 2020]、Caffarra ＆  Kühn[2018]、
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Johnson[2018]、O’Brien[2020]、EC[2022]などで議論される。それは、独占禁止法の分類に従えば、不

公正な取引方法に該当する非価格拘束として優越的地位の濫用、取引拒絶，排他条件付取引，拘束条件

付取引などである。例えば、プラットフォームビジネスで拘束条件付き取引に該当する恐れがある例と

して、シングルホーミングやアンチステアリング（anti-steering）条項（供給者自身のウェブサイトや

ほかのウェブサイトでの取引に誘導する表示や外部リンクを張る行為を禁止する条項）が強制される場

合である。 

また、事業者による価格拘束もあり、事業者が、財・サービスの第三者供給者が自身のウェブサイト、

他のプラットフォーム、すべてのオフライン流通経路などの競合する経路でより安く販売することを禁

止する契約を行う場合である。それは、競争政策では価格パリティ条項(price parity clause)、最恵国条

項（MFN）、同等性条件とよばれる。この契約は、事業者にとってより有利な財・サービスの供給者（そ

の 1つが以下で取り上げる事業者の垂直統合(内製、内部調達)である）に利用者を誘導するものであり、

一種の排他的な取引である。このパリティ条項は、上記の非価格拘束とともに、プラットフォームビジ

ネスでは競争政策上最も注目される行為・慣行の 1つである（特に欧州で。Haucap & Stühmeier[2017]）。 

かくして、垂直拘束としての自主規制は、負の外部性や情報の非対称性などの市場の失敗を補正し、

そしてまた効率を改善する一方で、市場支配力・競争制限を誘引する可能性をもつ。この点について異

なる主張が展開されている。例えば Boudreau & Hagiu[2009、p.165]は、自主規制が競争制限を反映す

る超過利潤・厚生損失を誘引しているという証拠はないと指摘し、その有効性を強調する。反対に、

Parker et al.[2016]は以下のように指摘する。「プラットフォームがさまざまな形で、自社の保有する市

場支配力や膨大な量のデータへのアクセスを用いて人々を誤解させ、連絡や同意なしで人々の行動を操

作できる。事業者が経済的利益を見込んで、こうしたことに関与したくなる可能性が非常に大きい。こ

の種の倫理的に疑問のある行動を規定し、それを防ぐために明確で合理的なルールを作成し適用しなく

てはならないが、それは規制当局にとって大きな課題である」（邦訳 pp.392-393。一部削除・修正）。 

こうした異なる主張に対して、理論的、実証的に検証し、それを受けて公共政策の在り方について議

論する必要がある。この要請に応えるために、プラットフォームビジネスにおける垂直拘束の効果につ

いて理論的、実証的に考察することが求められる。一面市場型のマーケットメーカービジネスを対象と

する伝統的モデルとその結果がそのまま両面市場のプラットフォームビジネスに当てはまるとはかぎ

らず、後者はもっと複雑な問題を含むかもしれない。例えば、垂直拘束の議論は、情報の非対称性や不

確実性がないという仮定の下で展開される場合が多いが、プラットフォームビジネスでは、キュレーシ

ョンはむしろ情報の非対称性や不確実性が存在する状況を対象とする。すると、議論はもっと複雑とな

るかもしれない。いずれにしろ、まだ十分に分析の積み重ねがなく、これが重要な課題の 1 つである。

垂直拘束は従来最も議論されている競争政策上の問題の 1つであるが、プラットフォームビジネスにこ

れまでの議論がそのまま当てはまるかどうか、が問われている。なお、オンラインビジネスにおける垂

直拘束の効果ならびにそれと公共政策の関係については、EC[2022]に整理されている。 

 

（４）垂直統合とプラットフォームの二重性－“アンパイアとプレーヤー”－ 

さらに注目されるのは、上記のキュレーションの方法のうち「プラットフォームによる間接的な品質

管理」に該当する、垂直統合によるキュレーションである。オンラインビジネスでは、マーケットメー

カーもマッチメーカーもともに、財・サービスの供給も行うという垂直統合が今日の主要な特徴の 1つ
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である（Zhu[2019]）。特に後者の場合、事業者は第三者供給者の財・サービスのキュレーションを行う

「審判」（“アンパイア”）であり、同時に財・サービスの供給者（“プレーヤー”）でもある(14)。こうし

た「二重性」（ハイブリッド型）はガバナンス成果や競争に影響を与えるかもしれない。 

近年、この二重性が「公正な競争」（level playing field）の欠如として競争政策面から最も注目され

ている問題の 1つである。なぜなら、事業者は第三者供給者との競合者でもあり、垂直統合の利点を利

用してライバルの排除・競争制限を行うことができるからである。この問題を巡り、近年 Crémer et 

al.[2019]、Caffarra et al.[2020]、Teh[2021]、Etro[2021]、Hagiu et al.[2021]、Gilbert[2021]、

Zennyo[2021]、Kittaka & Sato[2021]、Belleflamme & Peitz[2021, pp.130-138]などで議論される。 

この二重性問題をシェアリングエコノミーで見ると、事業者は、仲介する第三者の財・サービスと競

合するシェアリングビジネスに合併（供給者との垂直合併）、内部成長、委託契約などを通して自社ブラ

ンドで直接参入することができる（これは事業者のプライベートブランドに相当）。事実、Airbnb は、

自ら空き部屋、空き家を所有してシェアリング事業を行い、また空き部屋・空き家の所有者から委託さ

れた部屋（設立したマネジメント会社が供給者として管理・運営）を使って自社ブランド（“Airbnb-

branded apartments”）でシェアリング事業も展開する（Belleflamme & Peitz[2021]、p.109）。こうし

た関係は図４に示される。キュレーションとして自社の宿泊ビジネスの品質モデルを示し、第三者の供

給者をそれと競争させることによって品質管理を行うことができるであろう。なお、シェアリングエコ

ノミーの規制に絡んで、供給者として個人と企業の境が曖昧になっていることが注目されるが、事業者

の垂直統合はその状況の一部であると言えるかもしれない。 

 

ところで、キュレーションと公共政策について議論するためには、シェアリングエコノミーにおける 

垂直統合のメカニズムを明らかにすることが求められる。まず、事業者の垂直統合の決定（換言すれば、

垂直取引拘束（垂直的コントロール）と垂直統合の選択）が注目される。その決定には多くの要因が関

与する可能性があるが、ここでは特に２つの注目される要因を取り上げる。垂直統合の事業者では、第

三者供給者の仲介からの利益と自社供給からの利益の間でカニバライゼーションが起こる可能性が大

きい。事業者は、垂直統合が自分のプラットフォーム上での第三者供給者の販売にどのような影響を及

ぼすかを考慮しなければならないであろう。その意味で、垂直統合に伴う第三者供給者から事業者への

販売の移転の程度（「転換率」）が重要な決定要因である。また、間接的ネットワーク外部性ならびに供
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給者と利用者の拡大のバランスの必要性を考慮すれば、財・サービスの第三者所有者のうちシェアリン

グプラットフォームに参加する供給者の比率（「参入率」）にも注目しなければならない。なぜなら、上

で示唆したように、キュレーションは参入率を考慮しながら行われなければならないからである。転換

率と参入率は二重性モデルに深く関連し、したがって理論的に考慮に入れることが求められる。 

次に、垂直統合型事業者の行動に注目しよう。プラットフォームビジネスでは、例えば、Apple（“App 

Store”）や Amazon は、第三者供給者の財・サービスをプラットフォーム上で仲介し、他方で小売りビ

ジネスとして第三者供給者と競合する財・サービスを販売している。垂直統合があるとき、事業者は、

取引上得た情報を基に、仲介する第三者供給者の財・サービスを「模倣」して自社商品を販売し、そし

てまた消費者を他社商品から自社商品のほうに「誘導」（self-preferencing. 自社優先）したり、自社商

品をより上位にランクすることによって、第三者供給者を不利にさせることができる（US 

Congress[2020]）。事実、そうした疑念が出されている。 

加えて、事業者は、キュレーションを通して第三者供給者の商品の品質を「低下」（degradation）さ

せ、自社商品を優位に導きその需要を高めるかもしれない。これは競争排除・RRC 戦略の 1つである。

また、事業者は、第三者供給者の払う手数料を戦略的に引き上げ不利に追い込むこともできる。これは

従来価格スクイズ（price squeeze）とよばれる行為であり、ライバルを排除するための戦略である。こ

のとき、自社優先は戦略的レコメンデーションの 1つと捉えることができる。シェアリングエコノミー

の事業者も、模倣、自社優先、RRC 戦略、価格スクイズなど、同様な行為が可能であろう。 

こうしたビジネスモデルの問題を公共政策の視点から議論するためには、ビジネスモデルを理論的に、

実証的に分析することが求められる。上記の議論は、二重性モデルがキュレーションとして市場の失敗

を補正し、そしてまたネットワーク外部性を通して需要を拡大するなど、正の厚生効果をもつのみなら

ず、それを超えて競争制限・市場支配力を維持・拡大を図ることができることを示唆する。しかも、自

主規制による市場の失敗の補正は必ずしも十分とは限らない。事実、Zhu[2019]は、既存の実証研究の

展望を通して、プラットフォームビジネスにおいて二重性モデルの誘因と効果が多面的であることを指

摘する。効果の多様性は、第三者供給者と事業者間の財・サービスの差別化（転換率）、プラットフォー

ムと財・サービスとの関係（例えば供給者による関係特殊的投資の有無）などの財・サービス特性、事

業者の自社優先・模倣を行う誘因などに起因するであろう。 

かくして、垂直統合が利用者の行動、競争そして経済厚生に及ぼす影響が注目される。例えば、宿泊

シェアリングにおいて、宿泊提供側の市場構造（特に地域市場）を寡占あるいは独占的競争などを想定

して、垂直統合が供給者や同業の事業者の反応・行動に影響を与えることを明らかにし、競争と厚生効

果を理論的に考察することができる。また、二重性モデルの効果を実証的に検証することが必要である。

シェアリングエコノミーについて、そうした理論的、実証分析を積み重ねていく必要がある。 

二重性モデルがもたらす厚生効果と公共政策への含意が若干の研究で考察されている。例えば、Hagiu 

et al.[2021]は、1)二重性モデルは、単に仲介だけの事業の場合よりも事業者にとりいつもベターであり

(15)、そして 2)二重性モデルの全面的禁止（構造的リメディ）は製品模倣と自社製品への誘導の両方の

禁止（行動リメディ）に比べて有効な規制ではない、と指摘する。また、Gilbert[2021]は、1)事業者は、

二重性のない垂直分離の場合でも、垂直統合の場合と同様に、サービスの品質提供で“区別”する誘因

をもつ可能性があり、また 2)垂直統合の場合、第三者供給者の製品を“模倣”することは消費者に必ず

しも不利益を与えない、と主張する。これらの研究結果は、財・サービスと仲介サービスの両方の分野
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で垂直統合が、需要面でも費用面でも経営効率（事業者が自ら宿泊施設をもつ場合、その検索・予約な

ど関連サービスにアクセスし易いという「ワンストップショッピング効果」、垂直統合の経済性など）を

高め、競争を促進する可能性を示唆する。しかし、二重性モデルは供給者段階や事業者段階でライバル

を排除し、競争制限を引き起こすかもしれない。こうした理論的結果の積み重ねを基に公共政策を設計

する必要があるが、それゆえ理論的分析を拡充することが求められる。 

しかし、以上の２つの理論研究は、具体的に、垂直統合した Amazon（マーケットメーカー型の

“Amazon Retail”、垂直統合型の“Amazon Basics”、マッチメーカー型の“Amazon Marketplace”）

を想定して議論する（また Etro[2021] 、Kittaka & Sato[2021]なども）。これらの議論が、マッチメー

カーが垂直統合する Airbnb のようなシェアリングエコノミーに当てはめるかどうか、をあらためて問

われなければならない。確かに、シェアリングエコノミーにおいて模倣、自社誘導などの行為も可能で

あるが、それらがどのような効果をもつかは定かではない。なぜなら、Airbnb や Uber の垂直統合は

Amazon の場合と異なるかもしれないからである（例えば Hawlitschek et al.[2016]参照）。前者の P2P

型シェアリングビジネスは、機械的な取引の様相をもつマーケットプレイス型の Amazon の場合よりも

大きな人間的なやり取りの性格をもつ。今のところ、シェアリングエコノミーにおける二重性モデルに

ついて理論分析したものは見当たらないが、このビジネスにおいても、経営効率効果（競争促進効果）

と競争制限効果の両方が起こる可能性があり、そしてまた、二重性モデルが市場の失敗に関連する成果

をどの程度改善するかは定かではない。シェアリングエコノミーにおける市場構造（P2P ビジネス、事

業者段階の競争構造、競合分野との関係など）を考慮に入れながら考察する必要がある。 

 この二重性モデルから、上で指摘したように、多様なビジネスモデルがそれぞれ公共政策に対して異

なる含意をもつかどうかを議論することが求められる(16)。 

 

（５）キュレーションと業界自主規制－“自主合意標準”－ 

キュレーションは、上記の通り、企業間の自主的組織を通して共同で行われ、標準、特に自主合意標

準という形をとる。それは自主規制の形態から見れば「業界自主規制」（industry self-regulation. 

OECD[2015]）である。プラットフォームビジネスでは、標準は、事実上の標準にしろ（単独で）、自主

合意標準にしろ（共同で）、Steinmueller[2017、p.93]が指摘するように、プラットフォームを維持・促

進することと密接に関連する。なぜなら、標準は、ネットワークを管理するための重要なプロセスの一

部であるからである。しかし、オンラインビジネスにおける標準に言及したものは Blindt[2017]、

Steinmueller[2017]などに過ぎない。また、シェアリングエコノミーを対象に議論したものはほとんど

なく、ビジネスが標準の形態を取ることを指摘するにとどまる（Koczetkow & Klimczuk[2022]）。いま

あらためて自主合意標準としてのキュレーションと公共政策の関係に注目する必要がある。 

一般に、標準は、互換性・相互運用性、バラエティ削減、ミニマム品質（健康、安全、環境保全、公

正取引など）の確保、情報提供・共有の機能をもつ。特に最後の２つは本稿でいうキュレーションの対

象であり、そして市場の失敗に関連するものである。それは、ミニマム品質の確保と情報提供・共有を

可能にする標準を通して負の外部性、情報の非対称性、不確実性・リスクを削減する効果をもつ。換言

すれば、自主合意標準は、品質標準として業界レベルで信頼を構築するメカニズムである。その結果は、

買手の満足上昇と買手の負担する取引費用減少を通して需要曲線の右方シフトである。また、それは業

界レベルでの標準化である故に、需要曲線をより弾力的にし、企業行動に影響を与えるかもしれない。 
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 かくして、自主規制、標準、公共政策の関係を考察する必要がある。今のところ、標準を陽表的に取

り上げてキュレーションとその効果を分析した研究はなく、既存の標準研究の成果を援用してその含意

を探る必要がある。標準研究は、従来標準の形成過程（の実証）や潜在的な効果（の列挙）を対象とし

たものが多く、キュレーションとしての効果についての分析は十分ではない。公共政策を議論する場合、

プラットフォームビジネスあるいはシェアリングエコノミーについてキュレーションとしての自主合

意標準が市場成果と社会的成果に及ぼす影響を明らかにしなければならない。なぜなら、標準は、他の

形態のキュレーションと同様に、社会的成果の改善につながるよう十分機能せず、また競争制限を誘引

する可能性も含むからである。例えば、自主合意標準は、企業間の共同行為であるためにカルテル、ラ

イバル排除、参入障壁などにつながり、競争政策の対象となるかもしれない。そしてまた、それは競争

制限の故に十分なキュレーション誘因を伴わないかもしれない。自主合意標準としてのキュレーション

について、分析を深化する必要がある。 

 

（６）キュレーションと官民共同型規制－“共同規制”－ 

 最後に、プラットフォームビジネスの発展に伴い注目されるのが上でふれた（官民）共同規制である。

それは、従来英国やEUで情報通信政策に関連して提案・実施されている（例えば英国のOfcom[2008]）。

シェアリングエコノミーでも、それは規制の大きな課題となっている（Cannon & Chung[2018]、

Finck[2018]など参照）。例えば Airbnb と市当局（アムステルダム、ロンドンなど）との間で共同規制

が行われている（Finck[2018]、pp.268-269）。またわが国でも、例えば総務省[2019]で議論され、そし

て共同規制の概念を導入した「デジタルプラットフォーム取引透明化法」が 2021 年に施行されている。

共同規制の概念図は図５に要約される。 

 

 

 

かくして、共同規制は、シェアリングエコノミーをはじめプラットフォームビジネスでは重要な課題

である。それは、自主規制と公共政策（政府の直接的規制）の関係の 1つとして両者の組合せにほかな

らない。したがって、上で示唆したように、その最適な組合せ－それぞれのバランスのある規制レベル

－について明らかにすることが求められる。そのさい、共同規制はどのような分野あるいは条件下で最

も有効に機能するかを明らかにしなければならない。例えば、Ofcom[2008]は、一般的に、業界が共同

して問題解決に関心があり、そのためのスキームについて明確な目標をもち、そして解決が消費者や社
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会のニーズにマッチしているとき、（民間）自主規制そして（官民）共同規制が機能する可能性が大きい

と指摘する（pp.16-17）。ただし、それらが共謀（競争制限）を伴わないよう注意する必要があることを

強調する。 

共同規制について、今のところその誘因、効果、手続きに関して経済分析は見当たらず、特にシェア

リングエコノミーに関連して議論されたものは少ない。自主規制の有効性を高く評価する Cohen & 

Sundararajan[2015]は、シェアリングエコノミーにおいて、プラットフォームの自主規制は必ずしも完

全に機能するわけではなく、ある政府介入が必要であることを認めたうえで、「ある限られた政府規制

の下での自主規制」（特に業界団体のような自主規制組織の役割を強調）を提唱しているが、これは共同

規制の考え方を含んでいるかもしれない。しかし、共同規制のフレームワークは明らかではない。シェ

アリングエコノミーの共同規制に関しては、若干の制度的な研究（Cannon & Chung[2018]、Finck[2018]

など）があるに過ぎない。これまで行われてきた共同規制の実態－執行過程と効果－を明らかにするこ

とが求められている。 

ところで、共同規制のパターンは、「自主規制と政府規制間の連続体の一部分」（OECD[2015]、p.11）

とみなされるために、政府規制と自主規制の多様な組合せを含む。例えば、政府規制は市場の失敗の補

正の目標・レベルだけを提示し、他は企業の自主規制に委ねるタイプから、逆に政府規制が詳細に決め

事実上全面的な政府規制に近いタイプまであろう。共同規制は理論的には 1 つの有効な接近であるが、

実際にはキュレーションの形態や政策の組み合わせが多様であるためにケースバイケースで対応せざ

るをえなく、一般化することは困難であるかもしれない。それ故、一般的に、代替的なビジネスモデル

の下で共同規制の効果を理論的に明らかにし、政策提案をすることが有用であろう。また、共同規制は

関連する当事者（参加者、事業者、規制当局）の間だけで行われる危険性があるために、より有効な実

施には、執行プロセスの考慮、特に手続きの透明性と説明責任、経過や効果の定期的なモニタリングそ

して執行のフレキシビリティが必要であろう。 

かくして、プラットフォームビジネスでは、自主規制は「共同規制」として政府規制と共同して行わ

れることがある。しかし、その実態、特にシェアリングエコノミーにおける実態は不明である。なぜな

ら、シェアリングエコノミーについて情報・データが十分に整備されず、そして分析も不十分であるか

らである。その効果と公共政策への含意を理論的に、実証的に明らかにすることが必要である。 

 

以上、注目される５つの側面からキュレーション・自主規制のメカニズムを展望し、課題を整理した。
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それは表１に要約される。今後、これらのメカニズムを理論的に、実証的により詳細に考察し、政策的

含意を明らかにする必要がある。 

 

４ シェアリングエコノミーにおけるガバナンスシステム 

 

（１）ガバナンスミックス－自主規制と公共政策－ 

以上から、プラットフォームのキュレーションはさまざまな形態をとり、そしていろいろな効果をも

つ可能性がある。シェアリングエコノミー、そして広くプラットフォームビジネスが社会的に有効に機

能するためには、競争政策、政府規制、消費者保護および自主規制、そしてまたそれらの関係や組合せ

（ガバナンスミックス）について考察する必要がある。 

ガバナンスミックスは、プラットフォームビジネス一般を対象に、Evans [2012, 2021]で議論されて

いる。市場の力と自己修正機能を重視する Evans [2012、pp.1247-1248； 2021、p.74]は、事業者によ

る自主規制の有効性と公共政策の必要性を主張したうえで、３段階テストの接近を提案する。それは、

少しパラフレーズして要約すると以下のようになる。まず、1)内部ガバナンスシステムがあり、そして

ある行為がそのシステムに基づくかどうか、を検討する（第１段階）。この条件を満たさなければ、「標

準的な」競争政策が適用され、そして満たすならば第２段階に進む。次に、2)その行為がガバナンスシ

ステムに基づくものならば、行為が市場の失敗の補正効果をもつかどうか、を検討する（第２段階）。政

策当局は、当該行為またはガバナンスシステムが適切なガバナンス目標の執行と合理的に関連していな

いことを証明しなければならない。証明できるならば、第３段階に進む。最後に、3)当局が第２段階を

パスするならば、合理の原則に従って当該行為に対して競争政策が適用される（第３段階）。Evans[2021、

p.75]は、市場の力や自主規制は悪行を十分に除去できるほどではなく、自主規制を補完する、または代

替する政策が求められるが、その場合に政策の便益、コストおよび意図せざる結果について注意深い考

慮が必要であることを強調する。Parker et al.[2016、邦訳 pp.398-399]もこの３段階型接近を支持する。

３段階テストは図６に要約される。 

 

上の接近は、キュレーションの有無、その悪行や競争制限への影響の有無を考慮しながら、公共政策

を考察することを提案する。それは、これまでの議論から見て基本的には適切な政策プロセスの提案で

ある。このとき、前節までで議論した特性や課題を考慮しながらキュレーションの効果、そしてそれと
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競争政策・政府規制・消費者保護との関係を明確にすることが重要である。こうした要請に応えるため

に、特に政策執行の際に考慮すべき諸要因やそれらの評価手順（優先順位など）が重要となる。従来あ

まり分析されてこなかった公共政策の執行手続きについて経済分析が必要であろう。 

Evans の提唱する接近において、政策プロセスに加えて、政策内容も不可欠な課題である。まず、も

とより、キュレーションが市場の失敗を補正する効果をどの程度もつかを分析する必要がある。なぜな

ら、キュレーションは、以上で概観したように、社会的厚生から見て十分な効果をもつとは限らないか

らである。また注目されるのは「標準的な」分析ないし競争政策の内容である。Evans はこれまで議論

されてきた内容の競争政策の適用を示唆しているが、あらためてプラットフォームビジネスにおける競

争制限・市場支配力のメカニズムを明らかにする必要がある。特に、キュレーションと競争制限・市場

支配力の関係に注目しなければならない。そうした分析のうえで競争政策を議論することが求められる。

その代表的な議論の 1つが Cabral et al.[2021]である。 

以上の接近は公共政策の執行上の一般原則であり、自主規制と競争の厚生効果を検討したうえで、自

主規制の正の厚生効果と競争制限の負の厚生効果の比較であり、伝統的な厚生トレードオフモデルの議

論に該当する。なぜなら、キュレーションは、上記の通り、市場の失敗の補正、正のネットワーク外部

性の促進、垂直統合や準統合の経済性などによる社会的厚生の拡大を含み、他方市場の失敗の不十分な

補正や競争制限の可能性を伴うからである。この議論の有効性は、上記の自主規制の問題点を考慮すれ

ば、自主規制の内容と効果に依存するであろう。そもそも、大きな事業者によって支配される市場では、

急速な自己修正はありそうになく、そして市場支配力による厚生悪化がかなり大きい状況で、はたして

市場の失敗を十分に補正するような自主規制が行われるかどうか不明である。このとき、政府規制が不

可欠であり、そしてそれを基本としながら自主規制も考慮する対応が望ましい。 

かくして、自主規制の効果や、４つのガバナンス形態間の関係を考察することが重要である。そのさ

い、正味の厚生効果に基づく「合理の原則」と「ケースバイケース型接近」が必要である。なぜなら、

上で指摘したように、ガバナンスとキュレーションが多様であり、そしてその効果も多面的であるから

である。この要請に応えるために、自主規制を考慮しながら、様々な要因・関係を明らかにしなければ

ならない。またそれ故、キュレーションを評価するとき理論的には曖昧さは避けられないので、その効

果の実証的評価が公共政策の展開には不可欠である。 

なお、今日、公共政策の評価が静態的な資源配分効率や X 効率のみならず動態的効率（技術進歩）も

含むことにはほとんど異論はない。プラットフォームビジネスについても、それが１つのイノベーショ

ンであるかぎり、原理的にはイノベーションの促進を考慮しながら、これら４つのガバナンスの最適な

組合せが求められる。 

 

（２）シェアリングエコノミーにおけるガバナンス 

 以上、マッチメーカーであるシェアリングエコノミーを基にしながら、それを含むプラットフォーム

ビジネス一般も対象にキュレーション・自主規制のパターン、影響などについて整理・考察した。いま、

特にシェアリングエコノミーにおけるプラットフォームガバナンスの実態と課題について論及する。 

 シェアリングエコノミー、特に見知らぬ者の間の P2P 型では、利用者の懸念事項として財・サービス

（したがってその供給者）の信頼性、事故・トラブル時の対応などが予想される。このとき、上記であ

げたキュレーションの多様なデザインが採用される（付表１参照）。特に評価制度による参加者の拡大
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と囲い込みはプラットフォームの機能の中枢である。 

シェアリングエコノミーがプラットフォームビジネスに属するかぎり、基本的には後者の議論が当て

はまるであろう。しかし、シェアリングエコノミーの拡大に伴い、注目すべき理論上、政策上の課題が

顕在化している。特に、欧米ではシェアリングエコノミーが既存の規制・法体系に適合しないビジネス

モデルであるために、それが適用されず、シェアリング財・サービスの品質は政府規制によって十分に

管理されていない。その結果、既存の政策との緊張関係が見られる。例えば、Uber に対して、欧州連合

（EU）の司法裁判所（欧州裁判所）はタクシー事業と見なし、これまで免れてきた従来の厳しいタクシ

ー事業規制の網をかけるべきと判断した（2017 年 12 月、EC）。その論拠は、Uber が運転手と利用者

の両者にとって不可欠で、運転手のサービスに大きな影響を与えており、仲介サービスを超えたものを

提供していると見なされることである。この判断は、市場の画定についての EU の接近（EC [2016]、

pp.5-7）と整合的である。 

また、一般的に連邦政府ではなく州政府・地方政府がシェアリングエコノミーを規制する米国でも、

地方行政当局と衝突が起こっている（例えば Parker et al.[2016]参照）。取引される財・サービスの品

質・価格などを巡り、消費者保護の問題も起っている。こうしたなかで、事業者の市場支配力とそれに

よる価格の歪みが起こる場合には、連邦政府の関与が必要であるという議論が展開されている（米国の

制度について、Griffith[2018]参照）。 

かくして、政策課題が、既存の政府規制や在来ビジネスとの対立を通して大きな注目を受けている。

こうした問題は「規制の破壊」あるいは「規制の中立性」問題とよばれ、シェアリングエコノミーの中

心的特徴の１つであると言ってよい。こうした状況にあって、キュレーションがどのような形態で、ど

の程度行われ、そしてどのような効果をもつかが問題となる。 

確かに、騒音、混雑、ゴミ、交通事故などの負の外部性、品質への不安を懸念した買い控え、逆選択・

モラルハザードの行為など、意図せざる負の影響を生む行為や意図した行為からの社会的損失が顕在化

していることは事実である。それらは多くの国で見られ、大きな問題となっている。また、競争政策上

の問題も見られる。例えば、わが国では、Airbnb が物件の貸主側に対し、他の民泊仲介サイトと契約し

ないよう求めた疑い（シングルホーミングの強要。拘束条件付き取引）で、公正取引委員会が立ち入り

検査を実施している（2017年 11月。なお、Airbnb はその後自主的に契約を改善したため、審査は終了

した）。この事例は、キュレーションが社会的厚生の悪化を改善するために行われる側面を有しながら、

他方で競争制限のような社会的損失を伴う可能性を示唆する。 

市場の失敗への対応として、上記の通り自主規制の有効性が注目される。シェアリングビジネスにお

いてオンライン評価、したがって自主規制を高く評価する意見もある。しかし、評価制度は十分信頼で

きるものではないという主張も多く、上で言及したようにそれを支持する実証研究も存在する。事業者

の取引上の責任、情報の透明性などに問題もある。わが国でも自主規制が注目されるが、その実態の解

明や理論的研究はあまり多くない。 

なお、以上の問題に関連して、シェアリングエコノミーで政策上議論が求められる課題がある。プラ

ットフォームビジネスの存在や規制との関係はいくつかの業態が並存することを示唆する。例えば、移

動に関する多様なビジネス形態(自家用車、タクシー、レンタカー、カーシェアリング、ライドシェアリ

ングなど)では、互いに競合関係が存在する（土井[2020]、p.32）。このとき、政策的には、オンライン

マッチメーカーを含む「業態間競争」のメカニズムを明らかにすることが必要である。それは、オンラ
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インマッチメーカー、そしてオンラインマーケットメーカー、実店舗型企業、在来企業（特に被規制企

業）など多様な業態の企業の組合せを含む競争である。このフレームワークのなかで事業者によるキュ

レーションを考察する必要がある。しかし、従来オンラインマッチメーカー間の競争を想定した分析が

多く、こうした業態間競争の分析はまだ十分ではない(17)。 

もう１つはデータに関連する問題である。評価制度で独自の尺度が各シェアリングエコノミーの事業

者間で採用される。そのため、参加者の評価データを、ある事業者から他社に移すことはできず、デー

タの「ポータビリティ」（portability.データの移動・移行）が制限されている。これは従来議論されて

いないが、公共政策上注目してよい課題の 1つであろう。 

 

結び－自主規制と公共政策の関係の重要性－ 

 

 以上から、シェアリングエコノミーをはじめプラットフォームビジネスは、特にネットワーク外部性

を伴う両面市場型ビジネスモデルイノベーションならびに垂直的な取引構造としてのエコシステムを

大きな特性として含む。そうした特性はプラットフォームによるキュレーションを導き、そしてキュレ

ーションは「自主規制」として公共政策との関係の問題を提起する。 

 シェアリングエコノミーをはじめプラットフォームビジネスにおけるキュレーションは以下のよう

な特徴を含む。すなわち、１）それは多様な形態をもち、そしてそれゆえ分野間で、そしてまた 1つの

分野でも企業間で異なる、２）それはいろいろ異なる効果をもち、市場の失敗の補正、ネットワーク外

部性など正の厚生効果をもつと同時に、逆に競争制限や参加者の悪行などを通して社会的損失を引き起

こす可能性をもつ、３）事業者は参加者に対してキュレーションを行うだけでなく、「二重の悪行」のよ

うに自身悪行を行うこともある、そして４）それは企業間の「業界標準」や官民の「共同規制」のよう

な形態をとる。これらの特徴は、ビジネスモデルが多様であり、政策的にはケースバイケース接近と合

理の原則が重要であることを示唆する。そのさい、参加者や事業者の適正な行動に導くためには、参加

者そしてまた規制当局の意思決定に不可欠な、キュレーションのプロセスや効果について十分な分析と

透明性が重要である。こうした関係を踏まえて公共政策と自主規制の関係を考察する必要がある。 

 シェアリングエコノミーでは、財・サービスの供給者、その利用者、そして両者の取引を仲介する事

業者がそれぞれ「信頼」のある行動をとるような、「競争的で、公正で透明性のあるネットワーク」が

求められる。それゆえ、プラットフォームビジネス一般と同様に、キュレーション・自主規制が重要な

制度ないし慣行である。それは社会厚生を改善するよう機能する可能性をもつ一方で、市場の失敗を補

正する効果が小さいか、または逆に競争制限を誘引し社会的損失を誘引することもある。これらの効果

がどのような条件下で起こり、そしてまた正味の厚生効果を理論的に明らかにしなければならない。加

えて、自主規制の実態も解明する必要がある。事業者ならびに参加者の行動に関する理論的、実証的分

析の結果を基に、公共政策、あるいは公共政策と自主規制の関係を議論することが求められている 。自

主規制があるときの基本的な問題は、市場の失敗を補正するためにどの程度プラットフォームを規制す

べきか、あるいは企業と共同して補正するのに適した政府規制のレベルがあるかどうかである。 

 なお、政策執行において、これまでのプラットフォームビジネスの実態から見て、Cabral et al.[2021、

pp.28-29]が強調するように、上で指摘したプラットフォームと政府の間の情報の非対称性も注目すべき

課題の 1つであろう。特にシェアリングエコノミーについて、情報・データが十分に整備されていない
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のが現実である。 

わが国も、自主規制を考慮する公共政策問題に直面するものと予想される。しかし、自主規制は、研

究でも政策でも従来あまり注目を受けてこなかった。民泊の登録制・営業日数規制の導入、ライドシェ

アリングの不認可などを除けば、欧米に比べて政策当局の対応が明確ではない。現在、規制のあり方が

議論されているが、議論には経済分析の知見が不可欠である。したがって、シェアリングエコノミーの

メカニズムと政策のあり方を考察することは重要かつ喫緊の課題である。 

 

                     注 
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本稿は、日本学術振興会科学研究費の助成を受けている研究（基盤研究（B）19HK01494）に基 

づく。同会の支援に深謝の意を表します。また、一橋大学名誉教授・小田切宏之氏、元東海大学教  

授・鈴木恭蔵氏、本研究プロジェクトのメンバーとワークショップ参加者、一般社団法人シェアリ  

ングエコノミー協会・小出富雄氏等に有益な助言・示唆を頂き、お礼申し上げる。残されている誤 

りと不完全の責はすべて筆者に帰する。 

 

（１）一般にオンラインビジネスでは、大きくマーケットメーカー（卸売りモデル）、マッチメーカー

（代理店モデル）、そしてその両方がそれぞれ財・サービスの供給も行う垂直統合企業の３タイ

プが見られる。マッチメーカーをプラットフォームという場合が多い。マッチメーカーに該当す

るシェアリングエコノミーの展望について、土井[2020]を参照。本稿はそれに依拠する。 

（２）プラットフォームビジネスの発展につれて、多くの分野で見られる高集中・高利潤を生む市場支  

配力・競争制限が注目され、「競争政策が戻ってきた」と言われる。もう 1つの注目される点は社  

会的成果との関係への関心である。後者はキュレーションへの注目の高まりと軌を一にする。 

（３）公共政策の経済学は、例えば Viscusi et al.[2018]を参照。 

（４）プラットフォームビジネスにおける公共政策上の課題について、例えば Cabral et al.[2021]参照。 

（５）こうしたメカニズムの下では、特に間接的ネットワーク外部性により先発者優位が議論されるが、

実態は、本稿の対象とするシェアリングエコノミーにおいて代表的な Uber（ライドシェアリン

グ）と Airbnb（民泊）はともにそれぞれのビジネスで先発者ではない（先発者優位の神話）。 

（６）逆に、例えば事業者は、利用する基盤的プラットフォーム（本文６頁参照）から圧力を受ける可

能性もある。事実、ライドシェアリングの Lyft は、Amazon（“Amazon Web Service”）や Google

（“Google Map”）を利用しているために、後者から不利な行為を受ける可能性を懸念する（US 

Congress [2020]、p.39）。 

（７）一般に政府規制は消費者保護を含むが、オンラインビジネスでの後者の重要性に鑑み独立させる。

消費者（保護）政策一般については、土井[2012]参照。 

（８）自主合意標準のわが国の代表例は、多くの分野で組織される「公正取引協議会」（加盟は企業の裁

量）の公正競争規約である。これは、自主規制であるとともに後述の共同規制の 1つと言えるか

もしれない。なぜなら、協議会は公正取引委員会と消費者庁によって認定され、そしてそれらや
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経済産業省などと密接に連携して活動しているからである。標準の形成と効果について、土井ほ

か[2008]、土井[2010、2015]、Egyedi & Ortt[2017]などを参照。 

なお、標準の設定方法には、そのほか「事実上の標準」（de fact standard. 競争が展開された

結果、勝者の技術・規格が標準となるケース）と「社会的標準」（健康、安全、環境などについ

て国が定める仕様・規格。「社会的規制」）がある。 

（９）評価システムはアルゴリズムに基づくが、それは、自己の市場ポジションを維持するためにトレ 

ードシークレットとして取り扱われブラックボックスとなっているかもしれない。 

（10) この図は、供給者が価格を決定できる場合にも適用できる。供給者が財・サービス価格を決定し  

たうえで一定の手数料率に従って事業者の手数料が決まる。 

なお、既存の研究（本文 9頁）が示唆するように、品質レベルと価格水準との間に正の相関が  

あるならば、価格差別が成立している。供給者の異なる価格が利用者の求める価格・品質レベル  

を反映するならば、事業者レベルの財・サービス需要曲線では価格差別が反映されている。この  

とき、供給者の総売上高、そしてまた事業者の手数料収入は単一価格・単一手数料の場合に比べ 

て増大する。価格差別、需要曲線の右方移動（シェア拡大、市場拡大）、手数料率上昇は、供給者  

の売上高と事業者の手数料収入・利潤の両方の上昇をもたらす。この例は Airbnb に当てはまる。 

 なお、この図は不完全市場を対象とした説明例であって、本稿は、キュレーションがいつも需

要曲線の大きなシフトを誘引し、社会的厚生を増大させるとは想定していない。 

（11）「公正なプラットフォーム行動」について、例えば Cabral et al.[2021]、pp.30-32 参照。 

（12）供給者として企業も増え、個人と企業の区別が曖昧になっているが（土井[2020]参照）、住宅宿

泊事業法は、登録制度と営業日数制限を通して特に企業型供給者の参入を抑制し、競合する在来

の宿泊業を保護するという効果を狙っているのかもしれない。 

（13）オンラインビジネスでは、インターネット上での評判や eWOM（electronic word-of-mouth）な

どの情報も注目される。なお、eWOM は、財・サービスまたは会社について顧客（現在、過去、

潜在的）の行う肯定的あるいは否定的なコメントをいう。Doi & Hayakawa[2020]参照。 

(14) 垂直統合は垂直拘束と類似するために、多くの研究ではまとめて議論されるが、本稿では二重性  

モデルを強調するために別々に取り上げる。 

（15）マッチメーカーは垂直統合する傾向があるが、この事実は二重性モデルがビジネス上有効である

ことを示唆している。具体的に、品質管理による高い信頼・評判、そしてまた顧客囲い込みやワ

ンストップショッピング効果などが考えられる。これらの効果は、財・サービスおよび仲介サー

ビスの需要曲線の右方移動や価格上昇をもたらす。 

（16）競合者としてオフライン企業、マーケットメーカーなども含めて競争が展開される。また、広く

プラフォームビジネスで、顧客囲い込みやワンストップショッピング効果などを狙って、近隣分

野への参入を中心に多角化を図っている。これらの事実を考慮しながらキュレーションと公共政

策を考察する必要もあろう。 

（17）シェアリングエコノミーにおいて、事業者は、同業者や在来のオフライン企業のみならず財・サ  

ービスのメーカーとも競合する。なぜなら、例えば、ライドシェアリングプラットフォームは、 

個人による新車購入やメーカーによる「サービサイゼーション」（servicization）事業への影響を   

通してメーカーとも競合しているからである。こうしたいくつかのタイプの業態間競争を対象と  



30 

 

する分析が求められる。土井[2020]参照。 
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